
	1	 はじめに
日本鉄鋼連盟では国際環境戦略委員会のもとに、日本ア
セアン鉄鋼イニシアチブ（ASEAN-Japan Steel Initiative：
AJSI）」の枠組みを構築して、2014年から東南アジア鉄鋼業
への協力関係を継続してきた。協力の対象分野は（1）省エネ
ルギー（2）環境対策（3）資源リサイクルである。この活動は
SDGsの17目標のうちの「8.働きがいも経済成長も」、「9.産
業と技術革新の基盤を作ろう」、「12.つくる責任つかう責任」
および「13.気候変動に具体的な対策を」に関連している。本
稿ではまず東南アジア鉄鋼業の現況と課題を紹介し、次に
AJSI活動の内容について述べる。

	2	 東南アジア鉄鋼業の現状1）

2.1　東南アジア鉄鋼産業概況
東南アジアは経済成長率がきわめて高く、鋼材の消費量は
着実に増加している。図1に製鉄所を有するASEAN6カ国の
CAGR（Compound Average Growth Rate：年平均成長率）
と鋼材の見かけ消費量の推移を、また図2に6カ国合計の鋼
材の見かけ消費量と生産量の推移を示す。図によると6カ国
合計の鋼材消費量は年に8千万トンに達するが、生産量はそ
の半量の約4千3百万トンで、その差は輸入で埋めている。
また表1には製鉄6カ国の国別生産量の推移を示す。東南
アジアではスクラップを原料とした製鋼用アーク炉（電炉）
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図1　東南アジア6カ国の年平均経済成長率（CAGR）と見かけ鋼材消費量 2）

18

ふぇらむ Vol.25（2020）No.12

760



による建材（鉄筋棒鋼や形鋼）生産が主流であり、この分野
では中国やイランなどから安価な鋼材や半製品（ビレット）
が流入して生産は停滞気味である。ベトナムとインドネシア
では最近になって外資との合弁による近代的な高炉製鉄所が
稼働を開始して鋼板分野の生産が増えているため、この両国
の鋼材生産量だけが急増している 2）。出資国（出資会社）はベ
トナムでは台湾主体（台湾プラスチックと中国鋼鉄）に一部
日本のJFEスチール、インドネシアへは韓国（ポスコ）であ
る。他にスラブや熱延冷延鋼板を輸入して現地で冷延やメッ
キ加工する企業も存在する。この分野では日本の大手鉄鋼企
業が出資して原板供給先とする例が多い。

2.2　電炉製鉄の特徴
高炉製鉄所や薄鋼板加工型製鉄所には製鉄先進国からの人
材が派遣されていて設備も比較的新しい。このためAJSI活
動は電炉製鉄所を主な技術協力の対象とした。電炉プロセス
では、エネルギー消費原単位や環境汚染度が装置の持つ性能
以上に操業ノウハウに依存し、工場ごとの差異が大きい。す
なわち大がかりな設備投資の前に操業方法の改善や小規模設
備投資により費用対効果の大きい改善効果が期待できる。
電炉工場の平均的な規模は日本でも年産50万トン程度で
あり、競争力のある高炉製鉄所の年産300万トン以上に比べ

て小規模である。電炉の主原料は金属状態の鉄スクラップで
あり、溶解製錬に要するエネルギーは還元エネルギーを必要
とする高炉法に比べてかなり小さい。概算では単位粗鋼重量
当たりのエネルギー消費量（CO2排出量）は高炉プロセスで
は電炉プロセスの4倍に達する。しかし鉄源の鉄スクラップ
が鉄鉱石よりも高額であることと電力エネルギーが還元材の
コークスに比べて高価であることから、経済性では高炉法の
方が安価に鋼材を生産できる。
経済性だけを考えるなら、東南アジアのどこかに大規模な
臨海高炉製鉄所を建設して東南アジアの鉄鋼需要を満たすの
が最適である。しかし電炉製鉄のもう一方の役割である鉄資
源のリサイクルという面を無視することはできない。自動車
廃車の収集と処理システムが確立されていないインドネシア
の島嶼部の例では、道端や空き地に廃車が放置されて環境面
で課題となっている。小規模設備で需要の大きい建材を製造
できる電炉工場は雇用吸収面もあり、欠かすことのできない
分野である。先進国でも高炉製鉄所と電炉製鉄所はその利点
を生かして共存している。
高炉法の主原料である鉄鉱石や石炭は成分の把握が容易で
あり、廃プラスチックのような人工物質は含まれない。これ
に対して電炉法の原料であるスクラップは市中から回収され
る廃棄物であるため、油分・塗料・プラスチック等の可燃分・
有害成分を含み、食缶では食物残渣まで含む。スクラップ中
には鉛やメッキ鋼板由来の亜鉛等の重金属、電線からの銅な
どを含み、原料スクラップの正確な分析は不可能である。図
3に電炉工場の原料スクラップ集積状況を示す。なお不純物
である可燃有機物は、溶解初期に適量の酸素や空気を供給す
れば熱源として活用でき、溶解電力を削減できる。
電炉排ガス中には有機物の不完全燃焼によるダイオキシン
やフェノール類が含まれて悪臭や健康被害の原因となる。ま

図3　電炉製鉄の原料となる鉄スクラップ（筆者撮影）
表1　ASEAN 製鉄6カ国の国別生産量 2）

図2　東南アジア6カ国合計の見かけ鋼材消費量と生産量 2）
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たダストやスラグ中には鉛・亜鉛・カドミウム・弗素などが
含まれている。これらの完全な無害化処理と資源回収は電炉
プロセスの大きなテーマであり、AJSI活動においては日本の
先進的な環境対策技術を紹介してきた。環境対策は規制法規
だけではなく、監視計測人員や計測機材の整備などが必要で
あり、ASEAN側の本格的な取り組みに今後期待したい。

	3	 日本アセアン鉄鋼イニシアチブ3）

AJSIの活動内容は（1）ISO14404を用いた日本の専門家に
よる製鉄所診断（2）アセアン鉄鋼業に適した技術リストの作
成（3）毎年の活動を総括する官民会合、であり官民会合の参
加団体はASEAN側は各国政府機関と鉄鋼連盟および鉄鋼企
業、日本側は日本政府と日本鉄鋼連盟、会員の鉄鋼企業、日
本のプラントメーカ、コンサルタント会社等である。
主要活動である製鉄所診断は、2014年から2018年にかけ
て14製鉄所を対象に実施された。参加メンバーは鉄鋼連盟
の国際環境戦略委員会委員、コンサルタント会社のデロイト
トーマツコンサルティング（株）とパシフィックコンサルタ
ンツ（株）、調査会社の日鉄総研（株）およびJFEテクノリサー
チ（株）である。筆者はJFEテクノリサーチの一員としてこ
の製鉄所診断に参加してきた。

2018年までに訪問した14製鉄所の国名と訪問時期を表2

に示す。設備仕様や操業データの秘守義務から個別製鉄所名
は非開示としている。図4では国別の訪問製鉄所数を地図上
に示す。
設備と操業の診断は製鋼用アーク炉（電炉）と圧延用再加
熱炉を主対象とし、他に連続鋳造設備や取鍋予熱装置なども

加えた。この2設備を主対象と選んだ理由は、電炉は製鉄所
全消費エネルギーの約50％、再加熱炉は約25％を消費する
ことと、プロセスが複雑で省エネルギーの実現には専門的な
知見を要すること、また環境問題も発生する設備であるため
である。このため酸素発生装置，水処理装置，搬送設備等の
単純な設備に関してはデータを入手する程度にとどめた。

	4	 製鉄所診断3）

4.1　製鉄所診断の進め方
訪問の事前準備は、訪問日の1カ月前をめどに回答を得ら
れるように質問状を送付した。質問状の内容は、まず各製鉄
所の製品構成・生産量・稼働率等々があり、次に電炉と加熱
炉を主とする生産設備の設備仕様、エネルギー原単位、副原
料原単位、処理時間等々である。またこのAJSI活動の目的の
一つにISO14404（後述）の普及があり、ISO14404に基づく
データシートを送付して各製鉄所のエネルギーデータを記入
してもらった。
各製鉄所への訪問日数は月曜日から金曜日までの5日間で
あり、基本的なスケジュールは以下の要領である。
第1日：企業概要説明（訪問先製鉄所）

AJSI概要紹介，日本鉄鋼業の省エネルギーへの取
り組み紹介（日本側）
ISO14404説明（日本側）
質問状への回答内容の確認（双方）

第2、3日： 現場での操業確認と操業スタッフとの質疑応答
（双方）
電炉に関しては，溶解進行状況とスラグフォーミ
ング状態、酸素ランスの使用法、測温サンプリング
のタイミング、スラグドアの開閉等を機側で観察
した。電炉の性能は設備仕様だけでなくこのよう
な現場オペレータの技能に依存する面が大きい。
加熱炉では、空気比，予熱空気温度等の操業デー
タは製鉄所によっては整理されておらず、炉メー

図4　東南アジア各国訪問製鉄所数 3）

表2　訪問製鉄所の国名と訪問時期（製鉄所名不開示）3） 
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カの仕様数値をそのまま回答してくることもある。
このため現場で計器のデータを拾って確認した。

第4日： 入手データの整理と翌日の報告会向けに報告書速
報版の作成（日本側）。

第5日： 先方製鉄所幹部への全体報告と技術カスタマイズド
リスト（後述）に基づく改善項目の提言、質疑応答。

データの整理後、日本側訪問者で議論して各製鉄所に対し
て以下のような改善項目を提案した。提案に際しては詳細な
技術説明後に先方の事情なども考慮して、改善の可能性につ
き意見交換した。

4.2　電炉に関する改善提案項目
（ 1）酸素と炭材吹込み装置の供給精度向上   1件
（ 2）スラグフォーミング改善のためのバーナ更新   8件
（ 3） 電炉炉体の密閉化，操業時スラグドア閉による 

侵入空気減   4件
（ 4） 操業の計算機制御採用とロギングデータの 

有効活用   6件
（ 5）高性能スクラップ予熱装置導入   4件
（ 6）簡易型スクラップ予熱装置導入   4件
（ 7） 測温サンプリング回数の低減による製錬時間短縮 

  1件
（ 8） スクラップ予備処理（かさ密度増）による電炉への 

装入回数低減   4件
（ 9）ホットヒール増による溶解促進   2件
（10）出鋼温度下げ   1件
（11）直引排ガス処理系改善による化石燃料使用増   3件
（12）取鍋予熱に蓄熱バーナまたは酸素バーナ採用   2件
（13） 排熱ボイラによる電炉排ガス熱エネルギーの 

回収利用   1件
（14）スクラップ中の可燃物エネルギーの有効活用   1件
（15）炉体煉瓦保有熱の放散防止・有効活用   1件

4.3　圧延用加熱炉に関する改善提案項目
（ 1） 炉内温度分布最適化のための伝熱シミュレーション 

   2件
（ 2）外気侵入防止のための炉圧適正化   7件
（ 3）炉内酸素濃度の定期的測定による空気比適正化   3件
（ 4）加熱炉排ガス熱エネルギーの有効利用   3件
（ 5）蓄熱バーナの採用   4件
（ 6） 高性能レキュペレータ採用による予熱空気温度上げ 

   6件
（ 7）炉壁放熱低減のためのファイバーブロック採用   4件
（ 8）ビレット加熱温度の低温化   2件
（ 9）水冷スキッド断熱補修   1件

4.4　ISO14404による各製鉄所のエネルギー原単位比較
ISO14404は、日本提案の製鉄所全体のエネルギー原単

位（GJ/ton-steel）とCO2排出原単位（ton-CO2/ton-steel）の
計算方法を規定する国際規格である。エネルギー原単位比
較のためには、まず製鉄所に出入りするエネルギーソース
や原料を熱量換算して所全体の消費エネルギー量を算出す
る。次にこれを粗鋼生産量で割り、加えてCO2排出量原単
位も計算する。この規格はこれまでISO14404-1（高炉プラ
ント）、ISO14404-2（電炉プラント）、ISO14404-3（還元鉄
電炉プラント）が制定されていて、現在それぞれの製鉄所
にどのISO14404シリーズを適応するかを判断するための
ISO14404-4を作成中である。
東南アジア製鉄所診断においては、このうちの ISO14404-2

を使用してデータ入力を依頼した。訪問時にはこのデータを
もとに訪問製鉄所のエネルギー原単位を計算し、次に前記の
提案改善技術を導入した場合にエネルギー原単位がどの程度
低下するかを試算した。
製鉄所側が入力すべきデータの計算シートを表3に示す。
EXCELシートのためデータを間違いなく入力すれば自動

的にエネルギー原単位とCO2排出原単位が計算表示される
が、製鉄所側の理解不足と入力ミスが多く、実際には現場で
面談して確認と再入力を行った。
現地で得られた情報を反映し、省エネルギー診断と改善の
打合せに利用した製鉄所のエネルギー原単位と日本の例を
表4に示す。
日本のベンチマーク値は、経済産業省資源エネルギー庁よ
り普通鋼を製造する電炉製鉄所に達成すべき目標値として指
示されている2017年の値であり、クリアしたのは日本でも
32社中6社のみである。このような高効率製鉄所の事例を研
究して改善を図る必要がある。なお資源エネルギー庁の発表
値はエネルギーの指標を原油kℓ当たりで表示されているた
め、原油の発熱量の国際標準値である0.0258 kℓ/GJを用い
て換算した。

4.5　アンケート調査による改善提案への取組みの確認
4.5.1　アンケートによる質問内容

2017年までに訪問した13社に2018年7月から8月にかけ
て下記内容のアンケート票を送り、その後の省エネルギー提
案項目への取組状況を問い合わせた。アンケートのカバーレ
ター発信者は日本鉄鋼連盟国際環境戦略委員長名とした。
（1） 各社設備と操業の特徴と訪問時の意見交換内容を前置

きに記載
（2） 省エネルギー対策の個別技術につき提案した項目と期

待効果を列記
（3） 各提案項目につき実施または実施検討中かどうか、実
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施していない場合はその理由
（4）省エネルギー設備投資における障害事項
（5）AJSI活動への評価

（6）ISO14404の利用状況、利用していなければその理由

4.5.2　アンケートへの回答状況
E-mailでの発信だけではなかなか回答が来ないところが多
かったため、何度か催促のメールを送った。期限までに未回
答のところには回収をあきらめて回答の整理を実施した。回
答を整理した結果は以下のとおりである。
（1）発信後短期間に回答到来   2社
（2）催促で回答到来   6社
（3） 担当者退職で経緯不明、設備休止が多く回答困難、 

連絡はとれたが未回答   2社
（4）催促にも無回答、または回答拒否   3社

4.5.3　診断時リコメンドへの対応状況
いくつかの企業では診断時の指摘事項を検討しているとの
ことであったが、多くは人材不足、または具体化するには情
報不足で、手つかずのままである。以下のような項目で詳細
な情報提供の希望があった。
・スクラップ予熱に関し追加情報希望。
・電炉の環境対策情報希望。
・プロセス検討の人材不在のため支援に期待。
・ ミニ高炉情報と高炉排ガス利用法。 

表3　ISO14404-2 データ入力シートと計算例

表4　 東南アジアの診断製鉄所と日本の電炉製鉄所のエネル
ギー原単位（GJ/t-steel）
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（複数の電炉企業では300～500 m3の小型高炉を設置し、溶
銑をスクラップに添加して溶解促進と電力節減を実施中）
・ 他設備・プロセスへの悪影響を避けるためにもう少し詳
細検討が必要。
・スクラップ前処理の具体例を知りたい。

4.5.4　追加質問への回答の整理
（1） 省エネ投資への障壁

回答を寄せたすべての会社が省エネ投資には前向き
である。しかし実施するにはFSを含むさらなる詳細な
検討が必要だが自社要員不足、と回答している。診断
による提案で終わらず、設備メーカを加えた積極的な
アプローチが必要であろう。金額が大きくない東南ア
ジアの省エネルギーや環境対策の投資案件に日本の設
備メーカの人員を呼び込むには、JCM用のFS調査費
などの支援が期待される。

（2）AJSI活動への評価
総じて前向きに評価されていて好意的に受け止めら
れ、否定的な回答は出ていない。

（3）ISO14404活用状況
使用している、または今後使用すると回答してき
たのは2社で，残りの企業は先行する他の手法を使用
している、理解できて使いこなせる人材の不足、など

と回答してきている。普及のためにはISO14404のメ
リットの認知やこれに基づく製鉄所データの集積など
に取り込む必要があろう。

	5	 �技術リスト（Technologies�
Customized�List：TCL）4）

改善提案の際には必ず費用と効果の話になる。診断後の
報告で提示した省エネルギー効果や設備費の根拠は、別途
作成した技術カスタマイズドリスト（TCL：Technologies 

Customized List for ASEAN EAF Plant）の数字をベースと
した。この技術リストは電炉と圧延用加熱炉の（1）省エネル
ギー（2）環境対策（3）資源リサイクルに関する34項目の日
本の技術を解説したものである。この34項目は各項目1ペー
ジの詳細説明に加えて費用と効果の一覧表も記載している。
一覧表の一部を表5に示す。
最新版のTCL ver.3は日本鉄鋼連盟の下記ウェブサイトか
ら入手可能である。
https://www.jisf.or.jp/en/activity/climate/Technologies/

documents/ASEANTechnologiesCustomizeListVersion3.0P

art-1EAF.pdf

据付費込みの設備費と経済効果の数字は日本国内に設置し
た場合の見込み額であり、これを東南アジア各国に適用する

表5　東南アジア電炉製鉄所向け技術リストの一部
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には表6に示す各国のエネルギー価格と設備費のコストイン
デックスを用いる。
概算価格の提示はプラントメーカにとって商談に影響する
ため公開することが難しい情報だが、設置検討を始めるか否
かのベースであり、必須の情報としてプラントメーカに工夫
して提示してもらった。厳密に設備投資を評価するには、初
期費用と効果の他に金利やメンテナンスコスト、労務費の増
減等のデータが必要であるが、まずは検討の第一歩として分
かり易いsimple pay-back time（初期設備費／年間利益効果）
を表5に示している。またTCL中には各機器メーカ窓口の連
絡先も記載している
表6の数値により、エネルギー価格が高い国では設備費が
高くなっても採算性があることが理解できる。例えば表5中
のA-1：High temperature continuous scrap preheating EAF

の設備コストはフィリッピンでは29.4 million US＄、マレー
シアでは28.9 million US＄と大差ない。しかし電力費が0.21 

US＄/kWhのフィリピンではpay-back time1.9年に対して、
0.077 US＄/kWhのマレーシアでは5.0年となり、設備設置
のインセンティブに大きな差が生じる。

TCL中の省エネルギー効果と設備費の定量的な数値は、表
7に示す仮想的なモデル製鉄所への設置を想定している。
この数値はこれまでに訪問した東南アジア電炉製鉄所の
データをもとに、診断に参加した日本側技術者が想定した標
準的なものである。
この製鉄所が日本で稼働中と想定し、ここに各省エネル
ギー技術を適用した際の日本でのコストとメリットをTCL中
に記載した。東南アジアの製鉄所での省エネルギー効果試算

では、この日本での計算値を表6の数値を適用して修正する。
個々の製鉄所の設備仕様や操業条件はこの仮想モデル製鉄
所とは異なるため、診断後の報告と改善提案においては個別
事情に応じた対応が必要になる。

	6	 成果の活用と展開
鉄鋼連盟のAJSI活動により、これまであまりなじみがな
かった東南アジア鉄鋼業の現状を知ることができ、日本の製
鉄プラントメーカにとっても有用な情報が得られた。その後
この成果をもとに、日本鉄鋼連盟とAJSIに関わった企業は以
下のような活動を継続している。

6.1　タイ鉄鋼協会向けにCTCNの枠組みによる技術支援
2016年のパリ協定により発展途上国もCO2削減が義務付
けられたが、その実現のための先進国からの技術支援の枠
組みが気候技術センター・ネットワーク（CTCN：Climate 

Technology Centre ＆ Network）である。この制度ではまず
発展途上国から国連に具体的な支援を要請し、採択されれば
国連予算で支援活動が実施される。
タイ鉄鋼協会はこの制度による鉄鋼業の省エネルギー活動
支援を要請し、日本鉄鋼連盟とAJSI参加メンバー企業で受託
した。この活動は以下のような内容であり、2018年に終了後
もタイ鉄鋼協会との協力関係を継続している、

a） 電炉製鉄各プロセスのエネルギー消費量・温室効果ガ
ス排出量の適正値を評価するベンチマーキングツール
の開発

表6　 東南アジアのエネルギー価格、電力の CO2 排出係数、およびプラント価格係数（2018）
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b） タイ鉄鋼業の事業所ごとのエネルギー効率評価の実施
とその向上のためのフィードバック

c） エネルギー効率向上のための設備技術と標準的な操業
手法を示したタイ鉄鋼業のための「エネルギー効率マ
ニュアル」の策定

6.2　�環境省補助金による東南アジア鉄鋼業向け�
JCM案件探索

二国間クレジット制度（JCM：Joint Crediting Mechanism）
は、途上国のCO2削減活動に日本が資金面・技術面で支援す
ることにより、達成されたCO2削減量の一定部分を日本の削
減量とみなすものである。省エネルギープロジェクトでは最
大で設備投資額の50％に日本からの補助金が期待できる。
これまでのJCMプロジェックトは小規模のものが多かっ
たが、鉄鋼省エネルギー案件では年間CO2削減量は数万ト
ン規模のものが期待できるため、環境省から東南アジア鉄鋼

業向けのJCM案件探索事業への補助金が公募された。これ
までAJSIに関係していたメンバーでこの補助金を受託して、
2019年度はタイ、フィリピン、インドネシアの製鉄所を訪問
して案件探索を行った。2020年度以降もこの活動を継続する
予定である。
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